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子どもの権利と学校の規律権能
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はじめに

わが国において も早晩批准 され る見込みであ る 「子 どもの権利 に関す る条約」1)の 第

13、14、15条 は、表現・情報 の自由、思想・良心 ・宗教の 自由、集会・結社 の自由等 の、子 ど

ものいわゆ る市民的権利 は他人の人権や公共の安全を害す るよ うな特定の場合で、かつ、

法律の定めに よって制限 され る場合 に しか制限 され得 ない、 と定めてい る2)。 それ故、子

どもの権利条約が批准 され るならば学校 におけ る子 どもの市民的権利 はこのよ うな保障を

受 けるもの と して扱 われなければな らないはずである。

ところが、 この条約批准案の準備段階及びその国会審議 の過程 で、政府 ・文部省は、条

約批准後 も、子 どもの権利 と学校 の規律権能 について、概ね次のよ うにまとめ られ る見解

にたって対応す ることを明確 に して きてい る。

「学校 は、教育 目的達成のために必要であるならば、法律の具体的根拠 に基づか

な くて も一定 の規律 を定 め、それ によって、憲法上の 自由や人権 も含 めて、学生 ・

生徒 ・児童の権利 を制 限で きる。」

このよ うな見解 は、結論的 に言 って、いわゆ る 「部分社会」論 の影響を受けて学校 をそ

の言 う 「特殊 な部分社会」 に含めるもので あ り、学校 における生徒等 を日本国憲法の最高

規範であるはずの人権保障 の外に置 くものであ り、その意味で、本質的 に法の外 に置 こう

とするものである。それ故、 「学校=法 外特殊部分社会」論 と名づけるのが適切であろう。

さらに簡便 のためには 「学校=法 外社会」論 と呼ぶ こととす る。

本稿 は、わが国の学校 における子 どもの権利 の十全な保障の展望を切 り開 くために、そ

の重大な障害を成すであろう 「学校=法 外社会」論の特徴 と問題点を指摘 し批判克服 をめ

ざす試 みで ある。
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(一)子 どもの権利条約批准案国会審議における政府見解

(1)子 どもの権利と学校の規律権能に関する政府見解の要点

子 どもの権利条約批准案 をめ ぐる国会審議で学校の規律 と子 どもの権利 にかかわ る政府

側答弁等の要点 を示 せば次のよ うで ある。

①第12条 と 「校則」(1992年2月27日 、第123国 会衆議院文教委員会)3)

坂元弘直政府委員・文部省初中局長:「 校則 の法的根拠 で ございますが、…人格 の完成 を

め ざす教育を施す、そ うい う組織体 と しての学校 で一定 のルールを校長が定 めて子供たち

を規律す るとい うことは、 これは累次の最 高裁の判決、それか ら地方裁の判決で も認め ら

れているところでございます。…昔はいわゆる特別権力関係、一般権力関係 などとい う言

葉 で学者 が説明 した りなんか してお りま したが、判例 ではそ うい う言葉 を使 ってはお りま

せんけれども、そ うい う特別 な関係 にあ る学校 と子供 との問は、法律上 の具体的な根拠が

な くて も、一定のルールを定めて、それを合理的 な範囲内である限 りは子供に強制するこ

とが可能であ る、そ うい う判決、判例に基づいて、私 ども、校則 は 『校務をつか さど り、

所属職員 を監督す る。』 とい うことが規定 されてお る学校教育法28条 の校長 の職務 と して

決め得 るものだ とい うふ うに考 えてお ります。」

②高校生の政治活動 と条約第15条(92年3月10日 第123国 会参議院文教委員会)4)

(1969年10月31日 の高校生の政治活動 に関す る文部省初中局長通知 が条約第12条 か ら

15条 に抵触 しないかとの質問 に対 して)

坂元政府委員:「 現行 の我 が国の憲法で も、今先 生が挙げ ました条約 の規定 と同 じ権利

は保障 されてい るわけで ございますけれ ども、心身 ともに未発達 な児童生徒を教育す ると

い うそ うい う観点か ら合理的 な範 囲内でな らば、こ うい う制限 をす る、注意をす る、規制

をす るとい うことは可能ではないかとい うふ うに私 どもは考 えてお りますが、その法律論

はい ざ知 らず、基本的 には私 どもとしましては、未だ心身 ともに未発達 な段階 にあ る子供

たちに対す る指導 と しては一切適切な指導ではないかとい うふ うに現在で も考 えていると

ころで ございます。」

③条約と国内法整備(92年4月23日 、第123国 会衆議院予算委員会)5)

丹波實政府委員:「 国内法 との関係では…例 えば第2条 の差別 の禁止 の規定 と非嫡出子 の

相続 の問題、あ るいは条約第9条 、第10条 と出入国管理制度 との関係、あるいは条約第13

条か ら第15条 までの自由権の規定 と…学校 と校則 との関係 といった ものが検討 され、その

結論 と致 しま して新たな立法措置は必要はない とい う結論に達 したとい うことでございま

す。」

④ 子どもの権利全般 についての基本的認識(92年3月23日 、第123国 会参議院予算委員
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会)6)

鳩山邦夫文部大臣:「 子供 が権利の主体 だ とい うこと…それは 日本国憲法 で も国際人権

規約で も、当然 わが国のお子 さんたちも権利を持 ってお るわけだ し、権利を行使すること

がで きるわけですか ら… コペルニ クス的 な発想の転換 があったわけでは私 はないと思 う…」

宮澤喜一 内閣総理大臣:「 この条約 に言 ってお ります子供の権利そ のものについては、

国際人権規約 もあ ります し、わが国憲法、国内法でもそれ を認 めて保護 していると思い ま

す けれ ども、…必ず しも十分 ではない…」

⑤子 どもの権利と学校 内部規則(92年6月3日 、衆議院文教委員会)7)

小西正樹説明員 ・外務大 臣官房審議官:「 この条約(子 どもの権利 に関す る条約 を指す一引

用者)の 第13条 か ら第15条 は、児童 に対 しま して表現 の 自由、宗教 の自由等 を保障 し、か

つ、 これ らに対 しては法律 によって定 められる制 限のみ課す ることがで きるとい うことを

定 めてお ります。 これは、本件条約 が国家 と国民一般 との関係 を念頭に置いたため、この

ような関係 において権利 に一定 の制限 を課す には法律 によって定 められ ることを要す る旨

を規定 した もので ございます。学校等 の特別の 目的 をもった施設 が、その目的 を達成す る

ために必要 な範囲で校則 を含む内部規則 を定め、そのような内部規則によって この条約に

定 め られてお ります権利 に一・定 の制限 を課 す ことを禁 じた もの とは解せ られないわけで ご

ざいます。 また、校則その他 の学校 の規則 につ きましては、 この条約 も第28条2に お きま

してその存在 を当然の前提 と して認 めてい るわけで ございます。

諸 外国におきま して も、心身 ともに発達途上の段階 にある児童の人権に対 しま しては、

学校 におけ る教育的観点 か ら一定の合理的範囲内であれば指導を行い得 るとい うことで、

校則は広 く認 められているとい うふ うに承知 してお ります。 …これ らの点につ きま しては、

わが国の立場 と諸外国の立場 は基本的に共通 していると申せ ると思 います。」(下 線は引

用者)

⑥条約14条 と 日の丸 ・君が代(93年4月22日 第126国 会衆議院本会議)8)

森 山真 弓文部大 臣:「 条約第14条 の思想、良心 の自由は、既 に憲法 や国際人権規約 に規

定 されてい るところで ございます が、 これは一般に、内心 について、国家はそれ を制限 し

た り禁止 した りすることは許 され ないとい う意味 と解釈 され るものと承知 してお ります。/

わが国にお きま しては、長年の慣行に より、 日の丸 が国旗 、君が代 が国歌であ るとい う認

識 が広 く国民の問に定着 してい るものでございま して、学校教育にお きま しては、学習指

導要領 に基づ き、児童生徒が国旗、国歌 の意義を理解 し、それを尊重す る心情 と態度 を しっ

か り育て るために、入学式や卒業式などにおいて、国旗掲揚、国歌斉唱の指導を行 うこと

と してお ります。/こ の学習指 導要領 に基 づ く指導 は、児童生徒 が将来広 い視野に立 って

物事 を考 え られ るよ うに との観点か ら、国民 として必要な基礎的基本的な内容を身につけ

るために行われているもので ございまして、児童生徒 の思想、信条 を制約 しようとい うも
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のではな く、 したがって、本条約第14条 に反す るものではないと考 えます。」(引 用 中の

記号 「/」は改行 を示す。以下、同 じ。)

⑦学校規律の子 どもの権利への優越(同 日同会議)9)

武藤嘉文外務大 臣:「(条 約第12-15条 の)こ れ らの規定 は、教科書 の採択 に際 し、児童

の意見 を聴取す ることを求め るものではないと理解 しています。 また、 これ らの規定 は、

学校等の特別の 目的 をもった施設が、その 目的 を達成す るために必要 な範囲で校則な どの

内部規則を定め、 この条約 に定 めた権利 に一定の制限を課す ことを禁 じた ものではないと

理解 してお ります。 したがって、学校 において、その教育 目的 を達成す るために必要 な場

合、児童 の政治活動に制約が加 え られるようなことがあって も、 これがこの条約 に反す る

ものではないと考 えます。」

森 山文部大臣:「 学校 と児童 生徒 との関係 のお尋ねにつきま しては、各学校は、学校 の

教育 目標達成のため必要 な合理的範囲内 におきまして、児童生徒 に対 し指導や指示を した

り、必要な場合には懲戒等の処分を行 うもので ござい ます。 この点 につ きま しては、本条

約 の批准 によって何 ら変 更 され るものではない と考 えます。…/… 教科書等の採択 につ き

ま しては、個々の児童 を直接 の対象と した行政上 の手続等ではな く、 この条約 に言 う意見

を表 明す る権利 の対象 となる事項ではない もの と承知 してお ります。/ま た、表現 の自由、

集会、結社の 自由、につ きま しては、既に、 日本国憲法や国際人権規約の規定 によ り児童

生徒 に保障 されているもので ございますが、 この条約 もこれ らと同趣 旨の規定 であると考

えてお ります。 日本国憲法等 におきま して も学校は、教育 目的達成 のために必要 な合理的

範囲内であれば、 これ らの権利 に制約 を加 えて指導を行 い得 るもの とされているところで

ござい ま して、学校が、心身 ともに発達 の過程にある児童生徒の政治的活動等について一

定 の制約 を加え ることは、 この条約 に反す るものではないと考 えます。」

⑧ 日の丸・君 が代の指導・強制(93年5月20日 衆議院外務委員会)1°)

古堅実吉委員:「 日の丸 ・君 が代の学校 での強制は、 してはならない問題であ りますけれ

ども、仮 にそれがあれば、個 々の子供 と してはその信念 に基 づいて拒否す ることが許 され

ると言 うふ うに考 えるべ きだと思いますがいかがですか。」

(小西正樹説明員及び武藤大臣の前掲⑥と同旨及び日の丸・君が代指導は条約第29条1項(c)

の国民的価値観の尊重にも合致するとの答弁等があった後)

武藤外務大臣:「 指導す ることとい うことにな っているわけですか ら、それに従わない

場合は、それはやは りペナルテ ィーを受けることになると私は思 うのです。」

富岡賢治説 明員・文部省高等学校課長:「 児童生徒はその ような学校の指導を受ける必要

が ございます。具体的 にその指導 を、例 えば立ち上が らないとかそ うい うふ うなことにつ

きま しては、個 々の子供のそ うい うケースについて処分す るかどうかは とい うことは、学

校 が慎重 に考 えることで ござい ますが、国旗 ・国歌 の指導を受 けなければいけないとい う
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こ とは変 わ りませ ん。 」

(2)国 会の議論における 「学校二法外特殊部分社会」論の特徴

a)学 校内部における一般人権の制限

以上、文部省初等中等教育局長(上 記①、②)、 丹羽實政府委員(③)、 外務大臣官房審議

官(⑤)、 外務大臣及び文部大臣(⑦)の 答弁にみ られるよ うに、 日本政府 は国会 の子 どもの

権利条約批准案審議 において一貫 して、本稿 冒頭で言 うところの 「学校=法 外社会」論 を

とってい る。

① においては、 「学校=法 外社会」論 が、用語は変化 しているが、学校 と子 どもとの関

係 を 「特別権力関係」 とする特別権力関係論 と共通の基盤 にたつ ものであ ることが示 され

て いる。

又、 ここでは法律上の具体的な根拠がな くて も 「合理的な範囲内で あるかぎ りは」 と述

べて、憲法、条約の規定に基づ く子 どもの権利 と背反 し得 ることを黙示の前提 として、子

どもを強制す ることがで きると している。 この点、⑤ では、 さらに 「合理的 な範囲」を越

えて、 「必要な範囲」 としている。 「合理的 な範囲」、 「必要 な範 囲」の判断の基準は法

的客観的 には明示 されてお らず(① ではひと り校長 の裁量に委ね られてお り)、 この限 りで

まさしく法治主義の否定であ る。

②の 「法律論 はいざしらず」 とい う表現 の中 には、 「学校=法 外社会」論 の、法律論的

根拠 をもたない無法 な特徴が垣間み られ る。

⑤ の下線部分では、 「学校=法 外社会」論特有 の考 え方 がい っそ う明 らかに表明 されて

い る。それは、子 どもの権利の制限ない し保障 について法律の果 たす役割は、 「学校 との

関係 における子 ども」に対 して と 「国家 との関係 におけ る国民一・般(と しての子 ども)」

に対 して とで は根本的に異 なるとす るものであ り、特別権力関係論や後述 の 「部分社会」

論判決の論理 を踏襲す るものである。 しか し、条約第13条 か ら第15条 の子 どもの権利保障

規定 は専 ら 「国家 と国民一般 との関係」 を念頭 においたもので あると限定 して考 えるべき

ことの論拠 はあげ られていない。

b)学 校の管理運営への生徒参加の無視 ない し軽視

又、⑤ では諸外国とわが国 とで校則に よる子 どもの権利 の制限についてはほぼ同様 であ

ると述 べ られてい るが、米、豪、加、及 び大半の西北南欧諸国では学校内部規律 の制定 を

含めて学校 の管理運営へ の生徒参加及び これを補足 ・代理す る父母参加 は通例 とな ってい

る。1990年9月30日 、海部 内閣総理大 臣 も参加 した 「子 どものための世界 サ ミッ ト」 が採

択 した 「1990年代における子 どもの生存、保護 および発達 に関す る世界宣言 を実施す るた

めの行動計画」は、子 どもの権利条約 は 「子 どもがその成長 と福祉のために必要な社会的、

文化的、教育的その他 の努 力に十分参加す ることを含む、…普遍的な法的規準を定 めるも
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のである」 と明言 している。又、1990年 秋 の国連総会で採択 された 「少年非行 の防止に関

す る国連 ガイ ドライソ(リ ヤ ド・ガイ ドライ ソ)」 も 「青少年 を、教育過程の単 なる客体

でな く、その活動的で実効 を もた らす参加者 として関与 させ ること」(21項C)、 「学校

方針 の作成及 び学校 の意思決定 には生徒 か らの代表者が出 されていなけれ ばならない」

(31項)と 定 めてい る11)。世界的な民主主義 の趨勢か らすれば学校の管理運営への生徒 ・

親 の参加 は当然 の権利 とな ってい る。一般社会市民 としての権利 を含む、学校の成員各個

に保障 され るべき権利 を学校 内部 において総合調整す るために こそ、生徒 ・親 の学校 の管

理運営 への参加が認 め られなければならないのであ る。

c)子 どもの政治参加・社会参加の既視 ・否定

② に関 して述べれば、1969年 の高校生の政治活動 に関す る文部省通知は、学校 の内外、

放課後、休 日を問わずお よそ高校生の一切の 「政 治的活動」を教育的価値のない もの と決

めつけ高校生をそれか ら遮断す ることを指示 したものである。今 日、教育条件や食品公害、

消費者問題、 自然環境 ・地球環境の保護、南北問題、民族問題 の解決、平和 ・核兵器の廃絶、

等々、子 どもの要求や権利でおよそ本来の意味での 「政治的」でない もの こそむ しろ少 な

い。人類 と成人、 日本の直面 してい る問題 は、高度 な教養 をもち行動す る主体 へと発達 し

ゆ く子 ども・青年の参加を必要 と してい る。教基法第8条 のい う 「良識 ある公民たるに必要

な政治的教養」 の育成のためには、 これ らの問題 への高校生 の積極的取 り組みは、事柄 ・

場合 に応 じて法律 に基 づ く一定の制限が要 ると して も、全面否定 され るべきでな く発達の

度合 いに応 じて奨励 され るべ きである。 「学校=法 外社会」論 によるな ら、あるべ きその

規準 は示 されず、結果 と して、大半 の保守的 な学校管理者 による子 ども・青年 の可能性の

抑制 と、それへの反動 と しての抑制 の効 かない子 ども・青年の要求・行動 の暴発 とが懸念 さ

れる。

d)「 指導」の名による日の丸・君が代強制

⑥及 び⑧ では 「指導」の名 によれば 「心情、態度」育成 を生徒 が受容す るべきことを強

制 して よいとされている。 この ような論法が成 り立 つとすれば、少な くとも学校 では、子

ど もの、思想、良心 の 自由の保障 は殆 ど無意味な ものにな って しま う。又 、 この ような

「指導」 に従 わない者 にはペナルテ ィを もって強制す ると述べている。 これ こそ管理主義

教育その ものであ る。oこ に 「学校=法 外社会」論 こそわが国管理主義教育の元凶であ る

ことの一端 が露呈 されている。

e)「 累次の判決」 に基づ く、子どもの権利に関 する従来方針の維持

日本政府は検討 の結果(上 記③)、1992年3月13日 、第123国 会への条約批准案を これに伴

う新 たな国内立法措置は不要であるとして提案 した'2)。この措置は、子 どもの権利条約以

前に もわが国においては憲法、国際人権規約 によ り子 どもの権利は守 られていた、今後子

どもの権利条約を批准 してもわが国におけ る子 どもの権利保障状況に根本的 な変化はない
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という認識(④)、 条約批准後 も基本的には学校 は 「校則」 によるな どして従来通 り児童生

徒 を管理・強制 で きるとい う認識(①)と 一体 となっている。

日本の学校教育における制服や髪型規制、所持品検査、 アルバイ ト禁止、休暇中の旅行

の許可制、バイ ク 「三 ない」規制 、印刷物配布・集会 ・結社 の 自由の許可制、自己教育情報

の本人非開示 、等々は、本来、憲法 や国際人権規約の人権保障条項によって も認 め られな

いはずである。 しか し、 これについては、 「未成年者に も人権 を保障す るべ きだ」 とい う

ことがわが国の社会常識の レベルでは判然 とせず、それについては明文法規 の規定がなかっ

た ことも一因を成 していた。 この点 に関 しては、子 どもの権利条約が批准 されその規定 に

照 らすな らば、上述の ようなわが国学校におげ る子 どもの権利侵害の多 くが是正 されるべ

きことは一見 して明白になる。 ここに子 どもの権利条約 のひとつの重要 な意義があ る。

ところが、政府の見解 はこれと異 な り、子 どもの権利条約の批准 にも関わ らず従来通 り

子 どもの権利 を制限できる、続け るとい う。そ してその根拠 と して 「累次の最高裁 の判決、

・・地方裁 の判決」 を挙 げてい る(①) 。そ こで、次にその 「累次の判決」 なるものを見 るこ

ととす る。

(二)「 学校=法 外特殊部分社会」論関連主要判例の検討

ここでは、文部省当局者が上 で 「累次の判決」 として念頭 に置 いてい ると推定 されるも

の と、それに関連 して最高裁が 「部分社会」論 を採用 し始 めた前後以降の判決で学校 にお

け る子 どもの権利 と学校 の規律権能に関わ るもの との中か ら主な ものを取 り上げて検討す

る13)。

(1)駒 場東邦高校退学処分事件東京地裁判決 昭和47年(1972年)3月30日

①判決文抜粋'4)

「学校長 が、教育その ものに内在す る自律作用 と して、生徒の行為に対 して懲戒権 を行

使 しうることは多言 を要 しない ところであ り…、 これを発動す るかど うか、懲戒処分の う

ちいずれの処分 を選ぶかを決定 することは、 この点の判断が社会観念上著 しく妥 当を欠 く

と認 め られ る場合を除 き、原則 と して懲戒権者 の裁量 に任 されていると解す るのが相 当で

ある。」

「未成年者 と くに高校程度の教育過程 にあ るものについてその教育 目的 を達す るのに必

要な範囲で表現の自由が制限されることがあっても必ず しも違法ではないと解 され るか ら、

債権者高校 が ビラの配布や集会を行 な うには校長 または生徒会主任 の許可 を得なげればな

らないと していることを もって直ちに表現の 自由を保障 した憲法の規定や公の秩序 に違反

す る無効な ものとい うことはで きない。 また、債務者高校が政治的な集会やデモに参加す

7

N工 工一ElectrOnlcI.lbrarySe-vlce



OtemaeUnlVerSlty

子どもの権利と学校の規律権能

ることを禁止 したのは、心身 ともに未成熟で十分な思考ので きない高校生が特定の政治的

思想にのみ深入 りす ることの弊害を防止 し基礎的な教養の習得をはか るとともに、やや も

す るとこれ らの集会、デモが暴走化す る傾向があったことから生徒の安全 を守 るためであっ

た ことは前認定の とお りであって、未成熟者 に対す る教育上の配慮 にもとつ く相当な措置

であると解 され るか ら、 これ また表現の自由を保障 した憲法の規定や公の秩序 に反す る違

法 なもの とはいえない。/し たが って、許可を うけずに ビラの配布や集会を行 なった こと

および禁止に反 して政治的な集会、 デモに参加 した ことを理 由に懲戒処分を加 えたからと

いって憲法に違反 す る無効 なものとい うことはで きない。 …」

②考察

この判決には、旧来の特別関係論 に特徴的な用語 も 「部分社 会」論 のそれ も直接 には現

れていない。 しか し、 この判決には以下 のように述 べてい る点で前記子 どもの権利条約批

准案国会審議 におけ る 「学校=法 外社会」論、及び後述 の最高裁判決の 「部分社 会」論 に

通ず る基本的 な論理 が見 られ る。

①学校長 は、教 育その ものに内在す る自律的作用 と しての懲戒権を有 し、その発動、処

分の種類の選択は、 「社会通念上著 しく妥当を欠 く」場合以外、その裁量 に任 されている。

②未成年者 に対 しては、教育 目的を達成す るのに必要 な範囲であれば、 「教育上の配慮」

にもとついて、憲法上の権利 と しての ビラ配布やデモ、集会参加 などの表現の 自由や集会

の自由を制限 して も違法で も違憲で もない。

ここで論理的に問題なのは、未成年者の教育のためとい う理 由であ るな らば、憲法や法

律に根拠のある個人 の人権や権利 を、憲法や法律の根拠 に基づかな くて も校長の裁量で制

限で きると してい る点である。

何 をもって 「社会通念上著 しく妥当を欠 く」 とす るかの規準、どのよ うな場合に未成年

者ない し子 どもに対す る教育上の配慮 によって彼 らの憲法上、法律上 の権利 を制限す るこ

とができるかとい う規準が憲法や法律 の根拠 に基 づいて示 されない ままに学校ない し校長

の裁量 が優先 され るならば、学校 における子 どもの人権・権利 は 「社会通念上著 しく妥 当

を欠 く」 までに損 なわれて しま うおそれがある。今 日のわが国の学校の校 則・管理主義 に

関わる問題的状況 は、学校ない し校長の裁量が まさに 「社会通念上著 しく妥当を欠 く」 ま

でに至 っていることを示 している。

逆 に言 うと、子 ど もの権利 を保障するためには、やむを得ず子 どもの権利 を制限す る場

合、学校 におけ る教育的配慮が社会通念 に照 らして も妥 当であ り得 るよ うその規準 を民主

的客観的に法律で定めてお く必要がある。子 どもの権利条約第13条 第2項 、第14条 第3項 、

第15条 第2項 は、 まさに子 どもの権利 の制 限はそ のよ うな法律 の規定 に基 づ くべ きことを

定めている。

もっとも、判決文 によって考 える限 り、当該事件 におげる債権者元高校生 に対す る退学
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処分 は学校 としてやむを得 なか った、 したが って、債権者元高校生 の高校生徒 と して地位

を定 める仮処分申請 を却下す る判決主文 自体 は正当であった と言い得 る可能性は多分にあ

る。 また、判決当時、子 どもの権利条約 はな く、子 どもの権利 を制限す る直接 の根拠 とな

る明文 の法律の規定 はなかった とい う事情 もあろ う。

しか し、そ うであった として も、判 決理 由は、当該高校の他の生徒の教育 を受 ける権利

や身の安全 を保障する必要等の憲法上、法律上 の根拠 に基づいて申請者元生徒の人権や権

利の制限を正 当化すべきであったのであ り、軽 々に 「教育的配慮」 や校長 の裁量 によって

根拠づけるべ きではなかったのである。

(2)昭 和女子大学退学処分事件最高裁第3小 法廷判決 昭和49年(1974年)7月19日

①判決文抜粋15)

「(A)憲法19条 、21条 、23条 等のいわゆ る自由権的基本権の保障規定 は、国又は公共団体

の統治行動 に対 して個人の基本的な自由と平等を保障す ることを 目的 と した規定であって、

専 ら国又は公共団体 と個人 との関係 を規律す るものであ り、私人相互間の関係 について当

然 に適用 ない し類推適用 されるもので ない ことは、当裁判所大法廷判例(昭 和43年(オ)第9

32号 同48年12月12日 判決[こ れは三菱樹脂高野事件判決一引用者注]・裁判所時報632号4頁 の

示す ところである。 したが って、その趣旨に徴すれば、(。)私立学校である被上告人大学 の

細則 と しての性質 をもつ前記生活要録の規定 について直接憲法 の右基本権保障規定 に違反

す るか どうかを論ず る余地 はない ものとい うべ きである。所論違憲の主張は採用すること

がで きない。

ところで、(。)大学は、国公立であ ると私立であ るとを問わず、学生の教育 と学術 の研究

を 目的 とす る公共的な施設 であ り、法律に格別の規定がない場合で も、その設置 目的 を達

成す るために必要 な事項 を学則等に より一方的に制定 し、 これに よって在学す る学生 を規

律す る包括的権能 を有す るものと解すべ きである。特 に私立学校 においては、建学 の精神

に基づ く独 自の伝統ない し校風 と教育方針 とによって社会的存在意義が認め られ、学生 も

そのような伝統 ない し校風 と教育方針の下で教育を受け ることを希望 して当該大学 に入学

す るもの と考え られ るので あるか ら、右の伝統ない し校風 と教 育方針を学則等 において具

体化 し、 これを実践 す ることが当然認め られるべ きであ り、学生 と して もまた、当該大学

において教育を受け る限 り、かかる規律 に服す ることを義務づけ られ るもの といわなけれ

ばならない。 もとよ り、(。〉学校当局の有す る右の包括的権能 は無制限なものではあ りえず、

在学関係設定の 目的 と関連 し、かつ、その内容が社会通念 に照 ら して合理的 と考 え られ る

範囲 においてのみ是認 され るものであ るが、具体的 に学生 のいかなる行動 についていかな

る程度、方法の規制を加 えることが適切であるとす るかは、それが教育上の措置 に関す る

ものであ るだけに、必ず しも画一的に決す ることはできず、各学校の伝統 ない し教育方針
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によって も自ずか ら異 なる…。」(下 線及び(A)、(B)… は引用者が付 した。以下 も同様。)

②特徴

この判 決は、 まず下線部(A)部 で先行最高裁判例の憲法 の人権規定 の私人間直接適用否

定説 を踏襲 し、下線部(B)で これを私立大学 におけ る学生の権利制限に適用 してい る。

この下線部(A)の 私立大学 と学 生への適用は、結果的 に学校 に よる憲法 ・法律 の規定 に

基 づかない一方的 な内部規律 ない し裁量 による学生の人権制限を是認 してお り、既 に 「学

校=法 外社会」論 の要素を含んでい る。

下線部(C)、(D)は 、 「部分社 会」 とい う用語 は使 っていないが、後述す る富山大学経

済学部最高裁判決 の、大学は 「特殊 な部分社会である」 とす る 「部分社会」論の基本要素

を含 んでいる。

③極端 な人権侵害の容認

この事件 は1961年10月 、昭和女子大学が学校当局 に無届けで休憩時間や放課後 に政暴法

反対 のための署名 を学内で集めた民主青年 同盟所属の同大学学生 を退学処分 に したもので

あ る。理 由は、学生が 「学内外 を問わず署名運動、投票 …など しようとす る時は事前 に学

生課 に届 出その指示を うけなければな らない」 「学生は補導部の許可 な くして学外団体 に

加入す ることがで きない」等 と定めた同大学 「生活要録」規定 の規律 を破 ったので学則の

退学理 由 「学校 の秩序 を乱 しその他学生 の本分 に反 した者」 に該当す るというものである。

第一審東京地裁 は、昭和38年(1963)11月20日 の判決'6)で、次 のように述 べて原告である

被処分学生 の身分確認請求を認 めた。

「わが憲法第19条 は、思想 の自由を保障 し、同法第14条 は信条のいかんによって差別待

遇 をす ることを許 さないとす る原則 を掲 げてい る。…憲法の これ らの規定 は、社会生活 に

おける個人相互間 において も、思想、信条 が互いに尊重 され、思想、信条 のいかんに よっ

て互いになんらの干渉 、不利益 を及 ぼされ ることがない ことを、社会の公の秩序 と して尊

重す る趣 旨を含む もの と解 さねばな らない。 … これ らの点(=教 基法前文 ・第3条 ・第6条 、

学校教 育法第2条 、私立学校法第1条 の規定 の意味一引用者要約)か ら考 えれば、私立大学 も

また、それが教育基本法、学校教 育法及び私立学校法の適用を受げる学校で ある以上、個

人 がいかなる思想、信条を持 つにせよ、単 にそれだけの理 由でこれに対 し教育の門戸を閉

ざす ことは許 されない とともに、学生が学校の教育方針 とする思想 と異なる思想 をいだ く

に至 った として も、 これに基 づき現実 に学 内の教育環境 を乱 し、その他学生の本分に もと

る具体的行為が行われるに至 らないかぎ り、単にかような思想 をいだいているとい うこと

だけで、その学生の教育 を受 ける権利 を奪 うことは許 されないもの と解 すべ きである。」

しか し、控訴審判決はそれを覆 し、最高裁は原告の上告 を棄却 したのである。従 って、

上記最高裁判決抜粋 の下線部(D)の 「社会通念 に照 らして合理的」 とい う範 囲には、在学

関係設定 目的のためな ら、全 く精神 の内面 の思想、信条 の自由さえ制限 して構 わない とい
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う極端 な人権侵害迄 が含 まれてい るのであ る。

④憲法の人権規定の私人間直接適用否定説

下線部(A)の 原典である最高裁大法廷判決は、該当部分 に続けて次の ように述べている。

「この ことは、基本的人権 なる観念 の成立 および発展の歴史的沿革に徴 し、かつ、憲法

におげ る基本権規定の形式、内容 にかんがみて も明 らかである。 のみな らず、 これ らの規

定 の定 め る個人の自由や平等は、国や公共 団体の統治行動 に対す る関係 において こそ、侵

されることのない権利 として保障 され る性質の もので あるけれ ども、私人間の関係におい

ては、各人 の有す る自由 と平等の権利 自体 が具体的場合に相互に矛盾、対立す る可能性 が

あ り、 この ような場合におけ るその対立 の調整 は、近代 自由社会においては、原則 と して

私 的 自治に委ね られ、ただ、一方 の他方 に対す る侵害 の態様、程度 が社会的 に許容 し得 る

一定 の限界 を越 える場合にのみ、法が これ に介入 しその間の調整をはかるとい う建前がと

られている…」17)

しか し、人権規定 の私人間への直接適用説を とる稲 田陽一氏'8)は次の よ うに指摘 してい

る。直接適用説 をとるか否かにかかわ らず、当該判決への批判 と して的確 であると考 えら

れ る。

a)近 代人権 の中で、資本主義体制 の柱であ る所有権は、註解 日本国憲法(566頁)や 宮沢

俊義・日本国憲法(279頁)が 言 っているよ うに、私人間の適用が当然の前提 になっている。

b)歴 史的に も、 「自然権」 自体 が隣人相互 の問題 であ った。所有権や財産権 とい う概

念 もローマ法以来の長 い私法 の歴 史の中で成熟 してきた ものである。職業の 自由の中核 と

しての営業の 自由も絶対主義下でギル ド的独 占に対 して主張 され、続 いて ブルジ ョア支配

の確立後は職人的労働者 の団結に対 して 向け られた。(故 にこの ような権利 を専 ら対国家

的権利 とい うことは、権利や近代法の沿革 の事実 に背 く。 一北川補足)

c)憲 法 の人権規定 の私人間 への直接適用 を否定す る説 は、憲法で規定 されている諸権利

の うちで財産権 や営業 の自由の直接適用を無意識 のまたは暗黙の不動の基本前提 と してそ

れか ら私的 自治を引 き出 し、その優先 のもとで、他 の人権 の間接的第三者効力をどれだけ

認め るか と言 う偏 った調整論 に立 っている。

d)三 菱樹脂最高裁判決は、高野側主張の人権 については私人間の直接適用否定説 をとっ

ているが、会社側主張 の憲法22条 、29条 の権利 については直接適用 を してそ こか ら契約の

自由や企業側の一方的私的 自治 を引 き出 している。

(3)富 山大学経済学部単位不認定事件最高裁第3小 法廷判決19)昭和52(1977)年3月15日

①事件1判 決文抜粋

「裁判所は、憲法 に特別の定 めがある場合を除いて、一切の法律上の争訟を裁判す る権

限を有す るのであるが(裁 判所法3条1項)、 ここにい う一切 の法律上 の争訟 とはあ らゆる法
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律上の争訟を意味す るものではない。すなわち、一 口に法律上の争訟 とい って も、その範

囲は広汎であ り、その中 には事柄 の性質上裁判所 の司法審査 の対象外 にお くのを適当 とす

るもの もあるのであ って、例 えば、(。「 般市民社会の中にあって これ とは別個 に自律的 な

法規範 を有す る特殊 な部分社会におけ る法律上 の係争 のごときは、それが一般市民法秩序

と直接 の関係 を有 しない内部的な問題に とどまる限 り、その自主的、 自律的な解決に委ね

るのを適当 と し、裁判所 の司法審査 の対象 とは な らない もの と解す るのが、相当であ る

(当 裁判 所 昭和34年(オ)第10号 昭和35年10月19日 大 法 廷判 決 ・民 集14巻12号2633頁 参照 。)。

そ して、(B)大 学 は、 国 公立 で あ ると私 立 で あ るとを問 わず 、学 生 の教 育 と学術 の研 究 とを

目的 とす る教育研究施設 であって、その設置 目的を達成す るために必要 な諸事項について

は、法令 に格別の規定がない場合で も、学則等 によりこれを規定 し、実施す ることので き

る自律的、包括的な権能 を有 し、一般市民社会 とは異 なる特殊 な部分社会を形成 してい る

のであるか ら、(。)この ような特殊 な部分社会である大学におけ る法律上の係争のすべてが

当然 に裁判所の司法審査 の対象になるものではな く、一般市民法秩序 と直接 の関係 を有 し

ない内部的 な問題は右 司法審査 の対象 から除 かれ るべ きものであることは、叙上説示の点

に照 らし、 明らかとい うべ きである。」

大学の 「単位 の授与(認 定)行 為は、他にそれが一般市民法秩序 と直接の関係を有す るも

ので あることを肯認す るにた りる特段の事情のない限 り、純然た る大学内部の問題 と して

大学の 自主的、 自律的な判 断に委ね られ るべきものであって、裁判所の司法審査 の対象 に

な じまないもの と解す るのが、相 当である。」

②事件2判 決文抜粋

国公立の大学 において大学 が学校教育法第57条 に根拠規定 を もつ大学の 「専攻科修 了の

認定を しない ことは、…学生 が一般市民 として有す る公の施設 を利用す る権利 を侵害す る

ものである…。 されば、本件専攻科修了の認定 、不認定 に関す る争 いは司法審査の対象 に

なる…」。(地 の文 は引用者 による縮約。)

「富山大学学則61条 に よれば…1年 以上 の在学 と所定の単位 の修得 とが同大学 の専攻科

修了の要件 とされているにす ぎず …。右二要件 が充足 されたかどうか については、格別教

育上の見地か らす る専門的な判断を必要 とす るものではないか ら、司法審査 にな じむ…」。

③判決の論理 の特徴

富山大学単位不認定事件 は上告審では2件 として争われた。

事件1判 決 中の下線部(A)が 、いわゆ る 「部分社 会」論で あ り、(B)で 大学 をいわゆ る

「部分社会」に含 め、(C)が この事件 と同種の事件 に対 する一般命題 を定立 した部分であ

る。

下線部(B)は 、一面、前記昭和女子大事件最高裁判決下線部(C)の 内容をほ とんど取 り

込んでそれ と近似 した内容 になってい るとともに、他面、いわゆ る 「部分社会」論 をとっ
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ている点で変化 している。二重下線部で、 「大学は…一般市民社会 とは異な る特殊 な部分

社会 を形成 してい る」 と述 べてい る点 がそれで ある。 なお、 「一方的に」 の語 が消え、

「自律的」 の語が加 わった点 も微妙な変化である。

なお、以上 に見 られる論理 に よれば、大学 による学生 の人権・権利 侵害 は 「一般市民法

秩序」 の問題 とされる限 りでは救済 され得 る可能性を有す る。

④学生の単位認定・不認定確認請求権の否認

最 高裁 は、事件1判 決において同件 「単位授与(認 定)行 為 は、裁判所 の司法審査 の対象

にな らない」 と した。又、事件2判 決 において経済学部専攻科学生であ った被上告人 の上

告人経済学部長に対す る 「専攻科修了未修了、未決定違法確認請求」及びその予備的請求

と認 める諸請求を肯認 したが、被上告人 の 「単位授与、不授与未決定違法確認」請求は単

位の授与 自体 が司法審査 の対象にならないか ら不適法で あると した。

この事件では、主要 には、履修届 を出 して履修・受験 した(あ るいは見方 によれ ば履修 ・

受験 しなかった)科 目の単位 の授与 ・不授与 の決定 をす ること(端 的 に言 えば、合否ない し

成績 を出す こと。)を 求 めて争 われたのであるが2°)、当時の大学設置基準 にも規定のある、

履修 した科 目の単位 の認定・不認定 を求 めることが一般市民法秩序 に直接 の関係を有 しな

い、 と最高裁判決は言 う。一般市民社会 の法秩序意識 か らすれば まことに驚 くべ き学生 の

権利無視であると言 えよう。

本件両最高裁判決 は、論理的には、大学 による学生 の権利侵害 に対 してそれが一般市民

法秩序に直接 に関係す る限 りで学生の権利 を保障す ることとなる可能性 を含んでいる。又、

宗教法人や政党の内部問題 を逐一司法審査す ることが可能か正当か とい う点では、 「部分

社会」論の司法審査制限論 が捉 えてい る問題 に も充分 な検討 を要す る。 しか し、本件 での

現実 の適用 におけ る限 りは、 「部分社会」論 は、 「部分社会」の中で憲法上の人権やそれ

に接続す る個人の一般市民的な権利 を基本的に保障する性格 のものではないことが知 られ

る。

⑤特別権力関係論 と憲法の人権規定私人間適用否定説 との統合的性格

本件の第一審富山地裁判決は、原告学生側 の単位不認定等違法確認請求を一切却下 した

もので あった。第二審控訴審名古屋高裁金沢支部昭和46年4月9日 判決21)は、経済学部 の学

部学生の単位不認定等違法確認請求については第 一審判決及 び最高裁判 決 と結論的 に同 じ

判断であ ったが、専攻科学生針原雄四郎の専攻科修 了の認定確認請求は司法審査 の対象 に

な ると して第一審判決中、針原 に関す る部分 を単位認定 ・不認定確認請 求をも含めて取消

し富山地裁 に差戻 した。 これに対 して、最高裁判決は、いわば厳密 に、針原に関 して もそ

の単位認定 ・不認定確認請求は司法審査の対象 にな らない と判示 したのである。 この点 を

除けば、最 高裁事件1判 決 も 「原審(=高 裁)の 判断は、結局、正当であ る」 と述 べてお り

最高裁判決は高裁判決 と結論 は同 じである。
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ところで、その高裁判決は次の ように言 う。

「国立大学 の在学関係については、当裁判所 も原判決の説示 と同 じく、公法上の営造物

利用 関係で あって、いわゆる特別権力関係 に属す ると考 える」 「国立大学(公 立大学 も同

じ)と私 立大学 とはいずれ も教育基 本法、学校教育法の適用 を受け、教育 目的にはなんら

の差異 も認 め られないのであるけれ ども、国立大学 にあっては公の施設 の利用関係 とい う

点において私立大学 と自ずか ら異 なるものがあると言 わなければな らない。/し か し、い

ずれにせよ、(「 控訴人 ら代理人 ら」、すなわち、学生側 が主張す るよ うに一抜粋者補足。)

大学 と学生 とが対等 にた って教育契約 を締結す るものと考 えることは、教育の本質 よりみ

て失 当であって、到底採用 のか ぎりでない。/な お、控訴人 ら代理人 らは、特別権力関係

論 は法治主義 に反す るものであ って、 日本国憲法の下 にあっては到底認め ることを得 ない

旨主張す る。/し か しなが ら、 『特別権力関係』 とい う用語の当否は さてお き、私企 業に

おいても企業の秩序の維持 をはかるため内部規律が定め られ、それに よって従業員間の秩

序 が律せ られていて、 これ に対 しては市民法秩序に関 しない限 り司法権行使 が問題 とな ら

ない ごと く、公企業 ない し公営造物 関係 において、その内部の秩序を維持するため規律 を

定 めることはなん ら憲法 に違反す るものでな く、その内部規律 に対 して司法権が及ばない

ものとす ることも許 されて然 るべきであるか ら、控訴人 ら代理人 らの主張は採用できない。/

ところで、…(『 特別権力関係』論 に三説 あ るがその一 つをと り一抜粋者補足)… 特別権力

関係 の範囲 内の事項 について も、一般市民 としての権利義務 に関す るものは司法審査の対

象 となると解すべ きである。」

これを見 ると本件最高裁判決 の大学=特 殊部分社会論 は、 「特別権力関係」の言葉 こそ

用 いていないが 「特別権力関係 」論22)に深 く根 ざ してお り、従来の国公立学校 におけ る

「特別権力関係」論 による学生・生徒の権利制限論 と私学学生等 についての憲法の人権規

定 の私人間適用否定説 とを統合す る性格の もの と捉 えて大過 ないであろ うと考え られ る。

⑥ 「部分社会」論

判決下線部(A)の ような 「部分社会」論 を(B)、(C)の ように適用 してゆ く司法判断は、

団体等の内部紛争 に対す る司法的介入 の可否及び介入する場合 の筋道 を地方議会、大学、

宗教団体、政党等の各種 「部分社会」 の特殊性(こ の場合であれば大学の 自治 と学生の教

育を受け る権利等)に 基づいて解明 していない。言 うところの特殊な 「部分社会」 に対 し

て一律に司法権 の介入を排除す るべ きであ るとす る根拠 はないと言えよ う23)。

このような 「部分社 会」論 は、 さらに次のよ うな問題点 をもっている24)。a)「 すべて司

法権 は、最高裁判所及び…下級裁判所 に属す る」 こと(憲 法76条1項)、 「裁判所は 日本国

憲法に特別に定 めのある場合を除いて、一切の法律上 の争訟 を裁判(す る)権 限を有す る」

こと(裁 判所法3条1項)が 明文 で定 め られてい る。 それ にもかかわ らず、憲法又 は法律

(狭義)の 規定 に基づ く根拠 を明らかにせず に 「事柄の性質上」 と言 うだけで司法権 の及
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ばない 「部分社会」 を認 め、そ こにおける内部規律権 が憲法、法律 に基 づ く人権 や権利 よ

りも優越す ることを認め る ことは違憲 、違法 であ る。b)上 の よ うな 「部分社会」論 とそ

の適用は、 「部分社会」、すなわち、法の及 ばない弱 肉強食 の無法地帯を広範に認 めるこ

とになる25)。C)現 代では国家 とその機関 によるのと同等若 しくはそれ以上に、団体や法人

その他の部分社会等の、社会的権力に よる人権侵害が大 きい26)。根本的な価値は各個人 の

基本的 な自由であ り人権 であ り、 これを こそ人民の主権 によって守 るべ きであ り、司法権

もその一環 を成すべきである。

(4)修 徳学園バ イク校則違反退学処分事件東京地裁判決27)平 成3(1991)年5月27日

①事件 と判決の概要

東京都葛飾区所在 の私立修徳高校は、校則で 「無届 けでの 自動車類免許取得及 び乗車 に

ついては、退学勧告 をす る」等 と定めていた。原告生徒 は無届けで 自動二輪免許 を取得 、

自動二輪車を購入 していたが友人 が1987年11月 、 自動二輪運転中 に交通事故死 した ことに

衝撃 を受け 自動二輪 を売却、免許 を父親 に預けた。同年12月 、同校教諭か ら言われて運転

免許証 を提 出 し、以後、基本的 に乗 っていなかったが、翌年1月22日 の 自主退学勧告 を経

て退学処分に された。原告は、 この退学処分 を違法 として損害賠償を請 求 し訴訟に及んだ。

裁判所 は、学校 の指導 ・対応、原告 の乗車行為の態様、性格及 び平素の行状、当該退学

処分の他生徒 に及ぼす訓戒的効果、家族 の態度等、 この事件 の具体的事実に立 ち入って検

討 した結果、 「本件退学処分は、社会通念上著 しく妥当性 を欠 き、懲戒権者であ る校長 の

裁量権 の範囲を逸脱 した違法 な処分であ る」 として、要す るに 「被告 は原告 に対 し、慰謝

料 ・金108万4700円 及びその利息分を支払 え」 との判決を下 した。

②判決文抜粋

「<1>原告は、憲法第13条 の規定 は私立学校 と生徒間 の関係 について も適用 され るべ き

であ り、仮 に私人相互間の関係については右規定 が直接適用 され るものではないとして も、

私立学校が公 の性質を有 し、私立学校振興助成法等に よって公権的規制を受 けてい ること

からす ると、私立学校 と生徒間の関係については、憲法 を直接適用す るの と同様 の人権保

障が図 られ るべきであると主張す る。

.,〉しか しなが ら、憲法第13条 の規定は、同法第3章 のその他 の自由権的基本権の保障規

定 と同 じく、国または公共 団体の統治行動 に対 して個人 の基本的 な自由と平等を保障す る

目的 にでた もので、専 ら国又は公共団体 と個人 との関係 を規律す るものであ り、私人相互

の関係 を直接規律す ることを予定す るものではない。私人間の関係 においては、各人の有

す る自由と平等の権利 自体 が具体的場合に相互 に矛盾対立す る可能性 があ るが、 このよ う

な場合 におげるその対立の調整は、近代 自由社会 においては、原則 として私的 自治 に委ね

られているのであ って、ただ、(。)一方の他方に対す る侵害の態様、程度が社会的に許容 し
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うる一定 の限界を超 える場 合にのみ、 これに対す る立法措置 による是正 、あるいは私的 自

治 に対す る一・般的制 限規定で ある民法1条 、90条 や不法行 為に関す る諸規定等の適切 な運

用 による調整が図 られる。」

「.、〉(教育基本法第6条 の私立学校 の 『公 の性質』 の規定、私立学校法第1条 による私立

学校の 『公共性』 の規定 は存在す るが、私立学校法第1条 に よる 『私立学校の特性』 『自

主性』 の規定 、教育基本法第9条 、学校教育法施行規則第24条 ・第55条 に よる宗教教育 の認

容規定 が存在す ること等か ら考えて も一抜粋者要約)…(。)私立学校 が公共性 を有す るか らと

いって、直ちに私立学校 を国 または公共団体 と同視 した り、私立学校 と生徒間 の関係 につ

いては、対公権力 と同様 の人権規律が適用 されるものと解 した りす ることはできない。

.、〉また、…(私 立学校法第59条 、私立学校振興助成法・特に同第12条 ・第13条 の規定等か

らす ると一抜粋者要約、)… 私立学校の事業の運営 に対 し、公権力の高度 の規制 が及 んでい

るものとは到底いえない。そ うす ると、(c補 助金等の支出があ るか らといって、直ちに私

立学校 を国または公共団体 と同視 した り、私立学校 と生徒間の関係については、対公権力

と同様の人権規律 が適用 され るもの とい うこともで きない。

.,〉以上 によると、本件生活指導規定が憲法13条 に違反す るとの原告の主張 は道路交通

法 との関係 を見 るまで もな く採用す ることがで きず、右憲法違反 を理 由と して本件退学処

分の違法をい う原告の主張は、前提を欠 く。」

「.、〉(D)団体は、その結成 目的を達成す るため、当該団体 自ら必要 な事項 を定め、構成

員等 当該 団体内部 を規律す る機能 を有す る。高等学校 も、また、生徒 の教育を 目的 とす る

団体 と して、その 目的を達成 するために必要 な事項 を学則等によ り制定 し、 これによって

在学す る生徒 を規律す る機能を有 し、他方、(。〉生徒は当該学校 に入学 し、生徒 としての身

分を取得す ることによって、 自らの意思に基づ き当該学校の規律 に服す ることを承認する

に至 る。 もとよ り学校設置者 の右権能 に基 づ く学則等の規定は、在学関係 を設定す る目的

と関連 し、 かつ、その内容が社会通念 に照 らして合理的なものであ ることを要す る。(。)学

則等の規定が合理的な ものであるときは、その違反 に対 しては、教育上必要 と認 め られる

ときに限 り(学校教育法第11条)、 制裁 を科す ことがで き、 これによって学則等の実効性 を

担保す ることも許容 され、制裁 が生徒の権利や 自由を制限す るとい うだけで、右規定 が無

効 とい うことはできず、 もとより、右制裁 が科 され る結果、生徒が一般法令上禁止 されな

い行為について制限を受 けることになって も、そのために、学則等の規定 の合理性が左右

され る もので は な い。」

.,〉(こ の段 落 、 要 約。)(。)学校 設 置 者 は 、生 徒 を教 育 す る とい う在学 関係 成 立 の 目的 に

関連す る限 りで生徒の校外での活動についても規律す ることがで きる。本件高校 をと りま

く事情の下では、 これを規制す ることも、学校設置の 目的達成 のために許 され る。本件高

校 におけ る免許取得・バイ ク乗車の禁止の校則 は、社会通念上十分合理性 を有す る。
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「.,〉バイクの免許 の取得 等は本来的には生徒の学校外 の生活にかかわることで、学校

はその設置 目的に関連す る範囲内 において規制 の対象 とし得 るものであることに鑑み ると、

学校 によるバイ クの免許の取得等に対す る規制は、学校のおかれた事情 によ り色 々な態様

が有 り得 るのであ り、教育の実践の場 における賢明な選択 に委ね られ る点 が大 きい。(。)右

選択は、それが合理的なものと認め られ る限 り、他 により賢明な方法があるか らといって、

違法 の評価 を受け るものではな く、 より賢明な方法 への変更は、教育関係者の叡知に よっ

て実 現 され るべ きで 、法 に よ って これ を強制 す べ き性 質 の もの で は ない。 」(〈 〉内番 号,

()内 番号及 び下線は引用者。)

③判決の特徴

この判決 の特徴 は 「学校=法 外社会」論を次 のように非常 に精緻 に展開 していることで

あ る。

(1)(i)人 権規定 の私人間直接適用否定説 をとっている(判 決文抜粋段落<2>。<3>、

〈4>は それ を補強 している)。(ii)「 一方の他方 に対す る権利侵害が許容 し得 る限界を越

える場 合」 にのみ人権規定 を間接適用 す るべ きで あると してい る(〈2>の 下線部(A))。

(111)私学に公共性があって も私学 とその生徒の問への人権規定 の適用 を否定 している(〈3

>の(B))。(iv)公 費補助金の支出があ って も私学 と生徒 の関係 には対国家権力 と同様 の

人権規律は適用で きない としている(〈4>の(C))。

(2)(v)段 落<6>全 体で、精細な 「学校=法 外社会」論を展開 してい る。二重下線 の

部分がその中枢部分 であ り、 これをその他の部分 によって補強 している。(vi)学 校や 「部

分社 会」に限定せず 「団体」一般が 「内部規律権能 を有す る」 と一般化 した上で、高等学

校をそのよ うな 「団体」に属 させてい る。 もっとも、 「団体」一般の内部規律権能 が 「部

分社会」のそれの ように司法権の及ばない特殊な ものか否かについては必ず しも分 明に述

べてはいないが、 「高等学校 も、また、…」 と述 べ、以下で高等学校 については 「特殊 な

部分社会」の規律権 を認めているので団体一般を 「特殊 な部分社会」 と捉えていると推測

で きる(下線部(D))。(v五)生 徒の在学関係 は 「部分社会への加入・身分地位取得契約」説28)

的に捉 えてい る(下線部(E))。(v面)下 線部(F)で は、制裁 の法的根拠 と して学校教育法第

11条 の規定 を挙げて論及 している。(ix)し か し、下線部(F)に よって も、生徒 が法令上禁

止されない行為(憲 法上 の人権 によるものを含むはず。)を 制 限す ることがで きることの憲

法や法律の規定 による根拠 は示 されていない。

(3)(x)段 落 〈7>で バイク免許取得 ・乗車禁止校則の本件 の場合についての合理性 を、

〈8>で 一般 的な同様 の校則が正当であ り得 ることを主張 している。

④批判

この判決については、妥 当性 を欠 いて学校の都合で生徒対 して一方的 に定 め られている

「校則」やそれ に基 づ く処分 の多い中でそれ らに一・定 の歯止めをかけ るもの として評価す
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る見方 もある。 しか し、 この具体的な事件に関す る限 りでは、余 りに もひどい退学処分に

対 して当然 の救済を認めただけの ことである。

この判決は、法理論 と しては、人権規定の私人間直接適用否定説や 「部分社会」論 を、

バイ ク校則 に関す る具体的 な事件 に即 して、私立校等学校 について突 き詰めて展開 した も

のである。既述の論点は繰 り返 さない。

論 を突 き詰めたその結末が、抜粋段落<7>、<8>、 特 に下線部(G)、(H)で ある。

教育のためなら教育関係者の叡知 によって 「社会通念上」許 され る範囲 まで学校外の生

活 にわた って憲法上の所有権 や道路交通法 とい う法律に よって認め られた権利を も学校 が

制限 して よいと言 う。 この憲法や法律 の規定 を越 えた 「社会通念」の許す範囲を判断する

のは、先ずは学校であ るとされる。学校はまさ しく法外 に大 きな力を認め られ るわけであ

る。 ここに、 この判 決が本件退学処分の違法性を認めてはいて も、本稿の言 う 「学校=法

外部特殊分社会」論に立つ ものであ ることが明瞭 に現われている。

(三)子 どもの権利条約に照らした

「学校=法 外特殊部分社会」論の問題点

主 として子 どもの権利条約 に照 らして、 「学校=法 外特殊部分社会」論 に属す る政府見

解・判例の問題点等 をまとめ ると、次のよ うである。

① 「学校=法 外社会」論 は、憲法や法律 に基 づかな くて も憲法の規定 で保障 された人権

を制 限す ることが可能であ るとす ることによって、人権の尊重及 び法治主義の原理 を損 な

う。

②子 どもの権利条約 は、第13条 か ら第15条 で、表現 ・情報 の自由、思想・良心・宗教の 自

由、結社 ・集会 の 自由は、他人 の権利 の尊重、国家 ・公共 の安全・秩序等 の限 られた 目的の

ために必要 な場合で、かつ、法律(law、loi、 すなわち立法府の定 める法規)に よるのでな

ければ、 これ らの子 どもの権利 に制限を課す ことができないと定 めている。

これ らの権利についての 「学校=法 外社会」論の人権規定違反、法治主義違反は、条約

によって、違法であることがあ らためて確認 され る。

③条約第16条 は、子 どもはその私生活 、家族、住居 、通信 、名誉 ・信用についての不法

な干渉又 は攻撃 に対 して法律(law、loi)の 保護を受けると定めている。問題のある 「校則」

が規定 している髪型や服装、所持品、放課後 ・休暇 中 ・家庭での生活 はここで言 う 「私生

活」(プ ライヴァシ イ、privacy、laviepriv6e)に 該 当す る。

も し 「学校=法 外社会」論 によって、これ らの事項 について、学校 の中で憲法や法律 の

規定 を侵すな らば、条約 に反す る。

④ 「学校=法 外社会」論 は、 しば しば、学校の設置 目的ない しそれに基づいて設定 され
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る内部規律の遵守 と子 どもの権利・人権 とを比較考量 し前者 を後者 よ りも優位 に置いて子

どもの権利 を制限す る立論 をす る。

子 どもの権利条約第3条 は、 「子 どもにかかわ るすべての活動 において、その活動主体

が公的 もしくは私的な社会福祉機 関、裁判所、行政機関 または立法機関のいずれであるか

にかかわ らず、子 どもの最善 の利益 を最優先考慮す るべ しと定 めてお りその ような立論 を

許 さない。

⑤ 「学校=法 外社会」論が説 くように、憲法や法律の人権 ・権利規定が効 力を有 しない

ような 「部分社会」の存立 を認 めそ こには司法審査 が及 ばない とし、学校 もその 「部分社

会」 に含め るな らば、子 どもの権利・人権 は保護 ・救済 されず、学校 は無法地帯へと変 え ら

れてゆ く。

条約第4条 は、締約 国が条約の定 め る子 どもの権利の実現 のため 「あ らゆる立法上 、行

政上、その他の措置 をとる」べ きことを定めてお り、 「部分社会」 におけ る子 どもの権利

に関す る無法状態 の存続 ・拡大 ・放置は是認 されない。

⑥意見表明等 に関す る条約第12条 の子 どもの権利の学校におけるあ り方 について、 「学

校=法 外社会」論は、 「校則」制定改正 の際の意見聴取 の必要や生徒各人に直接 関係す る

司法的、行政的 な措置 について同条第2項 の規定す る手段、手続 きが保障 されなければな

らない ことを極 めて限定的消極的に認め るだけで、広 く学校が内部規律 を定 める手続 き、

それ を適用す る手続 き一般に学生生徒児童 ない しその親が参加すべきことに積極的に言及

しない。 それ どころか、学校 の管理者 が一方的 に内部規律 を制定で きるかの ように述べて

い る。

しか し、条約第12条 に よれば学校の管理運営 について も子 どもの意見表 明が尊重 されな

ければならず、世界 の趨勢 と条約の精神 によれば生徒 ・親の参加が尊重 されなければな ら

ないのであ って、 これ らの ことこそが強調 されなければならない。

⑦条約第5条 は子 どもの権利行使に当た っての親 の指示 ・指導の権利・義務・責任 の尊重 を

規定 してお り、 「学校=法 外社会」論における上記② 、③ 、④、⑥ に関 しての親 の権利 の

軽視ない し無視 は改 め られなければならない。

⑧ 「学校=法 外社会」論 は、 「部分社会」 の内部への憲法 の規定 ・立法府 の定め る法律

の規定の効果 の及ぶ ことに否定 的・抵抗的 であるので、例 えば学校 内での営利的宣伝 の 自

由の制限など当然客観的 に必要 な制限 を法律 によってす るとい う発想 を欠 き、学校 内に必

要な民主主義的秩序 を造 り上 げてゆ くことに寄与 し得ない。

⑨ 「学校=法 外社会」論 は、学校 の設置 目的遂行 に当た って、子 ども自身 の参加・その

保護者親の参加 によって個別具体的な状況 に即 して、子 どもの権利 ・その保護者 としての

親 の権利 に基 づ く学校 の内部規律 を設定す ることに否定的・消極的であ るので、学生生徒

児童 の自主性・自発性、納得や了承 によって守 られるはず の学校 内規律 ・規範の形成を妨 げ
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る。 これは一般社会 におけ る規律 ・規範一般の形成への人 々の無関心 ない し反感 を増大 さ

せ る要因 とな る。

おわ りに

最後 に、 「学校=法 外特殊部分社会」論 を克服 して学校 におけ る子 ど も・青年の権利 を

実現 してゆ くために当面最重要 と思われ る諸課題 を次に記す。

①条約 の規定す る子 どもの各権利、特に第12条 から17条 、及び30条 の権利 を学校におい

て保障 し、学校 および教職員はその保障義務 を負 うことを法律 によって明文で定め ること

(新法 の制定又は学校教育法等の法改正)。

②条約第5条 及 び18条 が定め る親 の権利 と責任、義務 を学校 が尊重す ることを立法によっ

て確認す ること。

③学校において営利的 自由などの権利の制限の必要があれば法律 によって定め ること。

④学校 の内部規律(学 則、 「校則」等)の 制定への子 ども・親の参加権を法定 すること。

⑤以上 が地域 の実情 に即 して適切・妥当な方法で実現 してゆ くことを可能 にす るため、

条例、教育委員会規則等 を制定す ること。 それを可能にす る立法的行政的施策を検討す る

こと。
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2)し か も、憲法学 の通説 及び有 権解 釈 による

な ら、一般 に条約 の法 的効 力は形式 的意味の法律

よ り優越す る とされてい る。

3)第123国 会 衆議院文教委員会議録第2号20頁 。

4)第123国 会 参 議院文教 委員会会議 録第2号3

頁 。5)同 委 員会議録第7号23頁 。6)同 委

員会会議録 第7号21,22頁 。7)同 委 員会議録第

7号22頁 。8)第126国 会 衆議院会議録第22号14

頁 。9)同 前 、16・17頁 。10)以 上 、第126国

会 衆議院外務委員会議録第11号12・13頁

11)ユ ニ セ フ 『世界子供 白書1991』 駐 日代表事

務 所90年 発行 ・60頁。 なお、 リヤ ド ・ガイ ドライ

ソは、日弁連 『自由と正義』42巻2号 ・1991年2月・

所収の英文からの北川訳による。

12)1992年3月13日 条約批准案 「児童の権利 に

関する条約の締結について批准を求めるの件」及

びその 「(別紙)児 童の権利に関する条約に関する

日本政府の留保」並びに同日の外務省 「児童の権

利 に関する条約の説明書」。なお、批准に際する

政府案は条約第37条(c)(自 由を奪われた児童の成

人からの分離)に ついて留保 し、条約第9条1(子 ど

もの父母からの分離)及 び条約第10条1(家 族の再

統合のための出入国)に ついて解釈宣言をすると

いうものである。

13)子 どもの権利条約に関す る文部省筋の見解

で最 も早 く公表 されたものに 『学校経営』誌第36

巻第12号(1991年11月 号)の それがある。同号は、

冒頭に45頁 にわたる 「児童の権利に関する条約」

の特集を組み、巻頭に岡本薫文部省国際局国際企
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画課課長補佐名の 「『児童の権利に関す る条約』

について」と題する論考を載せた。 ここには既述

の国会審議政府答弁に通ずるつぎのような見解が

述べ られている。

「わが国については、… 『憲法』や 『国際人権

規約』にもこの条約 とほぼ同趣旨の規定があり、

この条約の教育関係の条文に規定する児童の権利

については、現行の法制においてもおおむね保障

されていると考えられます。…条約を批准 した後

においても、児童の権利を不当に侵害 してきたと

いったことがない限 り、学校運営や生徒指導につ

いての従来の取 り扱いが基本的に変わるものでは

ないと考えられます。」

同号は岡本論考に続けて 「学校経営編集部」名

の 「『児童の権利条約』について」と題する10項

目計16頁 の 「Q&A」 等を掲載 した。この 「Q&

A」 を含め同誌の児童の権利条約に対する特集記

事の岡本論考以外は執筆者が明示 されておらず、

この特集は実際は文部省の編集著作によるもので

ないかとの風評がたった。その記述内容とその後

に次第に明らかにされた文部省の見解とは概ね合

致 している。

この特集の末尾に6件 の 「関連判例抜粋」が挙

げられているが、上記岡本論考及び 「Q&A」 を

根拠づける意味と考えられる。 さらに、叙上の状

況から判断すれば条約批准に当たっての文部省見

解の根拠にされていると考えて大 きくは誤 ってい

ないと思われる。

この6件 の判例は、下記判例の うち[1]、[2]、

[4]、[5]、[7]、[10]の6件 である(番号に二重下

線を引いて示す。)。 この6件に加え、青木宗也ほ

か編集・労働旬報社・1984年・『戦後 日本教育判例

大系』(以 下、〈教育判例大系〉と略記)所 収の判

例、及び、必ず しも網羅的ではないが筆者が収集

した最近の判決の中から子どもの権利条約とくに

「学校=法 外部分社会」論に関連 して重要と見 ら

れる判決を抜き出すと次の諸判決があげらる。

旦ユ 駒場東邦高退学処分事件東京地裁判決。

1972年3月30日 。

皿 昭和女子大学退学処分事件最高裁第3小法廷

判決。1974年7月19日 。

[3]a)富 山 大学 経済学 部単位不認 定事件1(昭 和

46年(行 ツ)第52号 事 件 最 高裁 第3小 法 廷 判決 。

1977年3月15日

[3]b)富 山 大学経 済学部 単位 不認定事 件2(昭 和

46年(行 ツ)第53号 事 件)最 高裁 第3小 法 廷判 決。

1977年3月15日

.[翌 玉 東 中学 丸刈 校則事件熊 本地裁判 決。1985

年11月13日 。 『判例時報』1174号 所 収 。

工鉦 鎌形学 園 バイ ク校則違 反退学処分 事件千 葉

地裁判決。1987年10月30日 。 『判例 時報』1266号

所 収。

[6]麹 町 中学校 内申書訴訟最高裁第2小 法廷判決。

1988年7月15日 。 『判例 タイムス』No675、59-101

頁 。 又、 『判例時報』1287号 、65-75頁 。

皿 県立商業高校 バイ ク校 則事件 高知地裁 判決。

1988年6月6日 。要点 『判例時報』1309号 所 収。

[8]県 立 商業 高校 バイ ク校 則事件高松高裁判決。

1990年2月19日 。 要点は 『判例時報』1362号44-47

頁 。

[9]修 徳 学 園バ イ ク校則違反 退学処 分事件東京

地裁判決。1991年5月27日 。 判例時報1387号 所 収。

皿 修 徳 高校 パー マ退学 事件 東京 地裁 判決 。

1991年6月21日 。 『判例時報 』1388号 所 収。 引用

はいず れ も14頁 。

[11コ鎌 形 学園 バイ ク退学処 分事最高裁 第3小 法

廷 判決。平 成3年(1991年)9月3日 。 『判例時報 』

1401号 所収 。

この うち、学校 に関 して 「部分社会」論 を うち

だ し、筆者 が 「学校=法 外社会」論 と してまとめ

る判例の傾 向を主導 したのは、判例[2]並 び に[3]

のa)及 びb)で あ る。最 近 の最高裁 判 決[11]も そ

れを踏襲 してお り特 に新 しい論点 は示 していない。

判決[1]は 、 時期 的に[2]、[3]に 先 立 ち、 『学校

経営』誌 が挙 げた最 も古 い ものであ る。 その他 の

判決 は基本 的論理 においては[2]、[3]に 追 随 して

い る。 しか し、そ のなかで、判 決[9]は 、 最近 の

校則裁判 では珍 しく生徒 側原告勝訴判決 を出 して

い るものであ り、他方で、 「学校=法 外社会」論

の枠 内で精緻 に検討を加 えた結果、 「学校=法 外

部分社会 」論 と して最 も完成 された論 を展開 して

い ると思われ る。故 に、[1]、[2]、[3]、[9]を 取
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り上げる。

14)昭 和45年(ヨ)第9840号 。要点はく教育判例

大系〉第3巻 ・220-224頁 。引用は222-223頁 、

223-224頁 。

15)昭 和42年(行 ツ)第59号 。前注書・138-143

頁所収。両引用は139頁 。

16)昭 和37年(行)第23号 。要点前注書・122-136

頁。引用は130・131頁。

17)最 高裁判所民事判例集17巻11号41頁 。

18)「 人権の私人間の適用」 『法律時報』49巻

7号。a)、b)39頁 、c)37頁 、d)38頁 。

19)こ の事件は最高裁では2件 と して争われ判

決は同 じ日に同 じ最高裁第3小 法廷で下された。

事件1:昭 和46年(行 ツ)第52号 、〈教育判例大系

〉第3巻 所収36-38頁 。事件2:昭 和46年(行 ツ)

第53号 、同書38-40頁 。

20)一 審富山地裁昭和45年 年6月6日 判決によれ

ば次のとお り(〈教育判例大系〉第3巻30-34頁)。

昭和41年4月 、一審原告富山大学経済学部学生6

名及び同学部専攻科学生1名 は同学部内田教授の

担当諸科 目を履修すべ く履修票により届け出た。

ところが被告経済学部長は同年12月26日 、同教授

の授業の各担当を停止する措置をし、学生に対 し

ては代替科 目の履修をするよう指示 したが原告学

生 らはこれに従わず内田教授の授業に引き続 き出

席の上、同教授の実施 した試験を受け同教授によ

る合格の判定を受けた。同教授は昭和42年2、3月

頃経済学部長に成績表を提出したが、相当の期間

を過 ぎても被告経済学部長もしくは同大学学長は

原告 ら提出の履修票について単位授与・不授与の

決定、単位取得の認定、原告専攻科学生の履修届

についての修了・未修了の決定、同専攻科修了の

認定をなさなかった。それで原告らは右単位の授

与・不授与、専攻科履修届の修了・未修了の決定を

しないことが違法であることの確認か、さもなく

ば右単位取得、専攻科修了の各認定義務のあるこ

との確認を求めて出訴 した。

21)〈 教育判例大系〉第3巻34-36頁 所収。

22)「 特別権力関係」については、例えば、次

のように説明されている。

「特別の法律上の原因(法 律の規定又は当事者

の同意)に 基づき、公法上の特定の目的に必要な

限度において、包括的に当事者の一方が他方を支

配 し、他方がこれに服従 しなければならないこと

を内容とする2主体間の関係。…国・公共団体と公

務員との関係、伝染病患者の国立・公立病院の入

院関係などがその例。その法律の規定又は当事者

の同意から合理的に推測できる範囲内においては、

法治主義の原理の妥当が排除 され、個々の法律の

規定に基づかずに、一方が他方に対 し、その包括

的な支配権の発動として命令・強制することがで

き、その関係内の秩序を維持するために懲戒でき

る等の権能をもつ。 しか し、この概念については、

基本的人権の尊重、救済の充実等の面から一般権

力関係との相対化が進められ、更にこの概念自身

を否定する傾向が強 まっている。」(竹 内昭夫他

編 『新法律学辞典』第3版 ・有斐閣・1989年)

23)佐 藤藤幸治著 『現代国家と司法権』有斐閣・

1988年 「第2章II『 部分社会』 と司法権」、特に

198-201頁 。なお、同氏によると、本件最高裁判

決は 「法秩序の多元性」論をいわゆる 「部分社会」

論として完成させたものといわれる。 「法秩序の

多元性」論とは、 「国家なる社会の中にも種々の

社会、例えば公益法人、会社、学校、社交団体、

スポーツ団体等が存在 し、それぞれの法秩序をもっ

ている」とし、それらの 「特殊的法秩序」と 「国

家法秩序即ち一般的法秩序」との関連をどの程度

のものにするかは、国家が 「公共の福祉の立場か

ら決定すべき立法政策上の問題である」 とする。

この理論の影響の下に最高裁は、本件判決下線部

(A)の 後に指示の昭和35年10月19日 の大法廷判決

において、村会議員の出席停止の懲罰争訟につい

て、 「自律的な法規範をもつ社会ないし団体に在っ

ては、当該規範の実現を内部規律の問題として自

治的措置に任せ、必ず しも、裁判にまつを適当と

しないものがあり」、当該事件出席停止のごとき

はまさにそれにあたる、とした。(佐 藤 「『部分

社会』論 について」 『判例 タイムズ』No455・

1982年2-5頁 。)

24)「 部分社会」論については本稿記述の佐藤

幸治、樋 口陽一、坂本秀夫氏の所論の外に次を参

照。①藤井俊夫r事 件性と司法権の限界』成文堂・
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1992年 。特に99-116頁 。②村山史世 「兼子教育

法学における法秩序構造」 ・森田尚人ほか編 『学

校=規 範と文化』世織書房 ・1993年、402-3頁 。

③ 田中規久雄 「部分社会論における学校の位置」

『季刊教育法』第88号 ・1992年春。

25)「 もし、その所属団体の処理の仕方が違法

であっても団体の構成員は団体の特殊な法秩序の

故に、終局的にも裁判所に出訴 して救済を求める

ことが出来ず、ただただ歯を食い しばって泣き寝

入 りする外ないとすれば一国内の随所に局部局部

の支離滅裂の破綻を生 じ、国民の不平と不満を招

来す ることは必定である」(米 内山事件最高裁判

決昭28.1.16民 集7巻1号12頁 ・真野裁判官少数意見)

26)樋 口陽一氏が 「社会的権力からの人権を確

保する必要性」(岩 波講座 『基本法学6権 力』

1983年 ・所収 「社会的権力と人権」)、 「結社する

諸個人の自由」の憲法的価値の強調と 「結社その

ものが権利主体 として個人と簡単に同列に並べ ら

れてはならない」(日 本公法学会 『公法研究』第

54号 ・1992年所収 「日本国憲法下のく公〉と〈私

〉」15頁 と指摘するように、 「私的自治」の尊重

を優先 して 「部分社会」や団体、法人等と個人と

を同列において考えるべきではないであろう。

27)平 元(ワ)878号 。 判 例時報1387号 所 収 。引

用 はいず れ も10頁 。

28)伊 藤 進 の所説。r在 学 関係 と契 約理論 」

『季刊教 育法』第30号 ・総 合労働研究所 ・1978年 。

[付記]① 本稿は、1992年8月28日 の日本教

育学会第51回 大会におけるワープロ印刷発表草稿

「子どもの権利 と学校の設置目的、自治 ・規律権

能」(400字 詰93枚 相当)を 基調とし、情勢の進展

に応 じた加筆と紙幅の制限による割愛 ・縮約をし

たものである。②本稿脱稿後、坂本秀夫著r校 則

裁判』(三 一書房、1993年7月 刊)を 手にした。同

書が、修徳学園高校バイク退学事件1審 判決、2

審判決の問題点を指摘することよりも当該事件の

生徒を救済 した積極面を専ら力説 している点(119

-137頁)や 学力テス ト事件最高裁大法廷判決を高

く評価するかのような姿勢(314頁)に は若干の疑

問をもつ。 しか し、基本的には、同書が昭和女子

大事件、富山大学事件その他、上記学会発表草稿

及び本稿で筆者が問題としたのと重なる判決を本

稿 とほぼ同 じ視角から論 じていることを大変心強

く思 う。

1993年9月9日 一
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